【別紙】
（２）先端設備等の導入による労働生産性向上の目標
	
	現状（A）
	[bookmark: _GoBack]　計画終了時の目標（B）

	営業利益
	　　　　　　　　千円
	　　　　　　　　千円

	人件費
	
	

	減価償却費
	
	

	労働者数
	
	

	１人当たり年間就業時間
	
	


※労働投入量の計算が、労働者数で計算している場合は１人当たり年間就業時間の記載は不要です。
